
１　沿　革

(1) 明治８ (1875)年８　　月 度量衡取締条例制定

(2) 明治24 (1891)年３月 度量衡法公布

(3) 明治31 (1898)年３月 栃木県度量衡検定所設置

(4) 昭和26 (1951)年６月 計量法（法律第２０７号）公布

(5) 昭和27 (1952)年３月 計量法の施行に伴い栃木県計量検定所に改称

(6) 昭和37 (1962)年４月 計量検定所が栃木県会計規則の「公所」となる。

(7) 昭和38 (1963)年４月 行政組織規程の改正により計量検定所に管理課及び業務課を設置

(8) 昭和45 (1970)年８　　月 食品工業指導所と計量検定所の合同庁舎完成に伴い移転

(9) 昭和47 (1972)年４月 行政組織規程の改正により所長補佐を設置

(10) 平成４ (1992)年５月 新計量法（法律第５１号）公布

(11) 平成５ (1993)年11月 新計量法施行

(12) 平成12 (2000)年４月 地方分権一括法により、計量事務が機関委任事務から自治事務及び

法定受託事務に移行

(13) 平成15 (2003)年４月 産業技術センターと計量検定所の合同庁舎完成に伴い移転

(14) 平成25 (2013)年３月 住居表示変更により所在地が、「宇都宮市刈沼町３５８－４」から

「宇都宮市ゆいの杜１－５－６４」に変更となる。

２　所管区域、庁舎の概要

(1) 　所管区域

　栃木県計量検定所は、計量法の目的である計量の基準を定め、適正な計量の実施を確保し、

もって経済の発展及び文化の向上に寄与するため栃木県行政機関設置条例に基づき設置され

た機関で、所管区域は県内全域（定期検査等については宇都宮市を除く）であり、計量法の

目的の実現に向け様々な施策を推進しています。

第　１　　総　　説
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(2)

(3)

ア　所　在　地

①　 宇都宮市ゆいの杜１－５－６４　

②　 佐野市富岡町１７１４－２

③　　　　　 小山市出井１３２６－１１

④ 日光市相生町８－１（日光交通㈱内）

⑤ 那須塩原市一区町１０５－１１（大田原自動車検査場内）

　庁舎の概要

ア　所　在　地　　　宇都宮市ゆいの杜１－５－６４

イ　建物の構造等　　ＲＣ造１階建、Ｓ造１階建　　　９０８．２１㎡

ウ　庁舎平面図

日 光 検 査 場

那須塩原検査場

宇 都 宮 検 査 場

佐 野 検 査 場

小 山 検 査 場

タクシーメーター装置検査場
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３　組　織（令和８(2026)年４月１日現在）

(1) 行政組織及び職員数

所長補佐兼
業務課長

(2) 分掌事務の概要

ア 管　理　課

・ 公印の保管に関すること。

・ 職員の服務に関すること。

・ 文書の収受、発送、編集及び保存に関すること。

・ 予算、決算及び会計に関すること。

・ 物品の出納保管に関すること。

・ 特定計量器製造事業の届出に関すること。

・ 特定計量器修理事業の届出に関すること。

・ 特定計量器販売事業の届出に関すること。

・ 計量士に関すること。

・ 立入検査に関すること。

・ 適正な計量に係る意識の高揚及び知識の普及に関すること。

イ 業　務　課

・ 特定計量器の検定、装置検査及び定期検査に関すること。

・ 基準器の検査に関すること。

・ 代検査の届出書の受理及び指導に関すること。

・ 基準器及び検査設備の管理に関すること。

・ 指定製造事業者の指定に係る検査に関すること。

・ 計量証明事業（一般）の登録に関すること。

・ 計量証明事業（環境）の登録に関すること。

・ 計量証明検査に関すること。

・ 適正計量管理事業所に関すること。

・ 統計及び諸報告に関すること。

・ 検定及び検査証印類の借用及び返納に関すること。

計量検定所

管理課(４名)

産業労働観光部

業務課(７名)

所 長
所長補佐(総括)
兼管理課長

産業政策課
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(1)　基準器

型　式　又は　能　力

 全長１０ｍ   目量　  １mm １個

 全長　５ｍ　 目量　  １mm ２個

 ひょう量　　１，０００kg　　感量　　５０ｇ １台

 ひょう量　　　　　５０kg　　目量　　　５ｇ １台

 ２０kg以下（２０kg～１mgの組合せ） １組

 １０kg以下（１０kg～１mgの組合せ） １組

 １ 級  １０kg以下（１０kg～１mgの組合せ） ５組

 組分銅　　　　　 　２kg以下 ２組

 定量増おもり型　　 ２kg以下 ４組

 枕型      ２０kg（ステンレス製、環付４個含む） ３０個

 枕型      １０kg（ステンレス製、環付３個含む） １２３個

 枕型      　５kg（ステンレス製、環付３個含む） ６個

 枕型      　２kg（ステンレス製） １個

 円筒型　　  ２kg（真ちゅう製、環付） ２個

 円筒型　　  １kg（真ちゅう製、環付） １個

 円筒型  ５００ｇ（真ちゅう製、環付） １個

 ０．９㎡ １枚

 　１０Ｌ ２個

 　　５Ｌ ２個

 　　２Ｌ １個

 　　１Ｌ １個

 ５００ml １個

 ２００ml １個

 １００ml ２個

 １００ml １個

 　５０ml １個

 　４０ml １個

 １００Ｌ １個

 　５０Ｌ １個

 　２０Ｌ ３個

 　１０Ｌ ３個

 　　５Ｌ ４個

 口径５０mm ２台

４　基準器及び検査設備等

（令和８(2026)年４月１日現在）

種　　　　　類

 基準巻尺

 基準台手動はかり

 基準分銅

 特 級

 ２ 級

 基準面積板

 基準フラスコ

 基準ビュレット

 液体メーター用基準タンク

 基準燃料油メーター

数
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型　式　又は　能　力

 ０．５００～０．６５０ｇ／㎝
3 １本

 ０．５５０～０．６５０ｇ／㎝
3 １本

 ０．４７０～０．５７０ｇ／㎝
3 ２本

 ひょう量       ３０kg　　感量　　２００mg １台

   １ＭPa／０．０５ＭPa １台

 １０ＭPa／０．１ＭPa １台

 ５０ＭPa／０．５ＭPa １台

 ０℃、３４℃～４３℃（体温計用） １本

 －２℃～５２℃ ３本

 ０℃、５０℃～１００℃ ２本

 両輪電子式　　主ローラーの円周　１ｍ ２台

 両輪電子式　　主ローラーの円周　０．５ｍ ４台

型　式　又は　能　力

 枕型　　　　　２０kg（ステンレス製） ５０個

 定量増しおもり型　　２kg以下（ステンレス製） ２７個

 枕型　　　１０００kg（鋳鉄製） ６０個

 枕型　　　　５００kg（鋳鉄製） ２個

 枕型　　　　２５０kg（鋳鉄製） １個

 液化石油ガスメーター用 １本

 測定範囲０～６００ｍｍ　最小表示量０．０１ｍｍ １台

 基準器室５基 圧力計･小型はかり室３基 大型はかり室１０基 １８基

 TM－２０ １基

 －３０℃　～　２００℃（－１００℃～７００℃） ２個

 ひょう量　　６．１kg／　１０mg １台

 ひょう量　　　６０kg／　　１ｇ １台

 ひょう量　１０００kg／　　５ｇ（５００kg／２ｇ） １台

 ひょう量　３２．１kg／　　５mg １台

 ひょう量　５１００ｇ／    １mg ２台

 ひょう量　１１１０ｇ／０．１mg １台

 ひょう量　１１０９ｇ／０．１mg １台

 ひょう量　　２２０ｇ／０．０１mg １台

 ひょう量　　２０５ｇ／０．０１mg １台

 ひょう量　　　２２ｇ／０．００１mg ２台

 測定範囲　１～１００，０００ｍＰa・s １台

種　　　　　類 数

 耐圧シリンダー

 液化石油ガス用
 基準浮ひょう型密度計

 基準手動天びん

 基準重錘型圧力計

 基準ガラス製温度計

(2)　検査設備等

 タクシーメーター装置
 検査用基準器

（令和８(2026)年４月１日現在）

種　　　　　類

 実用基準分銅

 １ 級

 ２ 級

数

 コンパレーター

 粘  度  計

 ハイトゲージ

 定  盤

 体温計検査槽

 デジタル温度計

 電磁式はかり

音叉振動式はかり（防爆型）
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５　歳入・歳出

(1)　歳　入（決算額）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

　　　　　　　　　　　　　年度
　科目

分担金及び負担金(社会保険料負担金)

財 産 収 入

諸 収 入 （ 計 量 検 定 費 弁 償 金 ）

諸 収 入 （ 雑 入 ）

使 用 料 及 び 手 数 料

合            計

　　

検定・検査等手数料の内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

件数(件) 金額(円) 件数(件) 金額(円) 件数(件) 金額(円)

計 量 証 明 事 業 の 登 録 0 0 0 0 0 0

計 量 証 明 事 業 登 録 証 の 訂 正 1 1,750 0 0 3 5,250

登 録 簿 謄 本 の 交 付 手 数 料 3 2,280 12 9,120 3 2,280

検 定 2,257 5,471,150 2,262 5,575,300 1,942 4,796,850

装 置 検 査 1,616 1,131,200 1,567 1,096,900 1,616 1,131,200

基 準 器 検 査 77 167,770 136 349,230 215 320,500

計 量 証 明 検 査 80 5,066,100 45 1,838,300 43 3,525,000

定 期 検 査 4,027 3,383,760 2,838 2,371,130 3,784 3,478,110

適 正 計 量 管 理 事 業 所 の 指 定 0 0 0 0 1 2,550

適 正 計 量 管 理 事 業 所 の 指 定 に 係 る 検 査 0 0 0 0 0 0

証 明 書 交 付 手 数 料 15 6,300 15 6,300 13 5,460

保有個人情報開示開示手数料 0 0 1 350 0 0

合            計 8,076 15,230,310 6,876 11,246,630 7,620 13,267,200

令和５(2023)年度 令和６(2024)年度 令和７(2025)年度

47,593 40,348 23,146

29,370 0 27,412

290,951 0 0

　　　　　　　　　　　　　年度
　項目

令和５(2023)年度 令和６(2024)年度 令和７(2025)年度

12,996 930 550

13,267,20011,246,63015,230,310

15,611,220 11,287,908 13,318,308
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(2)　歳　出（決算額）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

令和５(2023)年度 令和６(2024)年度 令和７(2025)年度

報 償 費 270,000 282,000 182,000

旅 費 1,185,541 445,336 923,559

需 用 費 5,074,231 4,279,111 4,916,547

役 務 費 1,570,653 1,685,193 1,610,126

委 託 料 1,731,418 1,094,203 1,073,996

使 用 料 及 び 賃 借 料 1,208,420 888,340 1,239,890

備 品 購 入 費 7,108,266 0 13,226,400

負 担 金 ､ 補 助 及 び 交 付 金 125,000 197,000 310,000

公 課 費 16,400 31,400 21,400

計　　① 18,289,929 8,902,583 23,503,918

職 員 手 当 等 679,587 480,000 360,000

計　　② 679,587 480,000 360,000

管 理 運 営 費 （ 会 計 年 度
任 用 職 員 費 （ パ ー ト ） ）

0 387,844 5,291

計　　③ 0 387,844 5,291

18,969,516 9,770,427 23,869,209

　　　　　　　　　　　　　　　　年度
　科目

合　　　　計（①＋②＋③）

計
　
量
　
検
　
定
　
所
　
費

職
　
員
　
費

産
業
政
策
課

課
運
営
諸
費
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